
公立大学法人　新見公立大学

自　平成２９年４月　１日

至　平成３０年３月３１日

財 務 諸 表

平成２９事業年度（第１０期）



                  

(21) 上記以外の主な資産、負債、費用および収益の明細 19

(19) 17

(20) 18

受託事業等の明細

科学研究費補助金等の明細

(18) 17

受託研究の明細

共同研究の明細

附属明細書

(1)

(7)

地方公共団体等からの財源措置の明細

積立金等の明細および目的積立金の取崩しの明細

運営費交付金債務および運営費交付金収益の明細

(13)

資本金および資本剰余金の明細

(11)

固定資産の取得および処分ならびに減価償却費（「第85　特定の償却資産の減
価に係る会計処理」および「第89　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会
計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）ならびに減損損失の明細

資産除去債務の明細

6

(17) 17

(3)

長期貸付金の明細(4)

有価証券の明細

保証債務の明細

(2) たな卸資産の明細

7注　　　記

(5) 長期借入金の明細

(6) 引当金の明細

1

3

5

4

目　　　　　次

キャッシュ・フロー計算書

貸借対照表

損益計算書

利益の処分に関する書類

行政サービス実施コスト計算書

(15) 業務費および一般管理費の明細

(16) 寄附金の明細

開示すべきセグメント情報(14)

(12)

(9)

(10)

(8)

役員および教職員の給与の明細

10

12

12

15

17

13

13

14

14

11

11

11

11

11

11

11



資産の部

Ⅰ 固定資産

1 有形固定資産

土地 360,897,500

建物 575,929,739

減価償却累計額 △ 206,275,371 369,654,368

構築物 17,577,650

減価償却累計額 △ 6,086,603 11,491,047

工具器具備品 63,375,021

減価償却累計額 △ 48,314,333 15,060,688

図書 214,140,228

美術品・収蔵品 964,447

車両運搬具 8,996,581

減価償却累計額 △ 3,618,634 5,377,947

建設仮勘定 15,368,400

992,954,625

2 無形固定資産

ソフトウェア 1,883,412

電話加入権 18,000

1,901,412

3 投資その他の資産

127,908

その他の資産 674,200

投資その他の資産合計 802,108

995,658,145

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 194,823,387

未収学生納付金収入 509,700

未収入金 8,392,259

前払費用 34,884

未収収益 14,005

その他の流動資産 480,000

204,254,235

1,199,912,380

無形固定資産合計

固定資産合計

流動資産合計

資産合計

長期前払費用

有形固定資産合計

貸　借　対　照　表
（平成30年3月31日）

【単位：円】

勘　定　科　目 金　　　　　額
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負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 136,500,071

資産見返補助金等 1,093,580

資産見返寄附金 10,547,668

資産見返物品受贈額 145,594,459

874,400

6,294,000 300,904,178

長期借入金 7,380,000

長期寄附金債務 2,742,323

311,026,501

Ⅱ 流動負債

寄附金債務 124,979

未払金 76,834,239

未払費用 3,894,805

未払消費税等 582,700

預り科学研究費補助金等 2,808,428

預り金 4,130,760

6,000

一年以内返済予定長期借入金 820,000

89,201,911

400,228,412

純資産の部

Ⅰ 資本金

地方公共団体出資金 872,964,415

872,964,415

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 1,978,547

損益外減価償却累計額（△） △ 190,052,583

△ 188,074,036

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 13,082,904

教育研究向上・組織運営改善積立金 38,507,166

修学支援事業基金積立金 20,000,000

積立金 16,917,096

当期未処分利益 26,286,423

（うち当期総利益） ( 26,286,423 )

114,793,589

799,683,968

1,199,912,380

資本金合計

資本剰余金合計

利益剰余金合計

純資産合計

負債純資産合計

【単位：円】

勘　定　科　目 金　　　　　額

固定負債合計

流動負債合計

負債合計

建設仮勘定見返施設費

建設仮勘定見返運営費交付金等

前受収益
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経常費用

業務費

教育経費 66,689,903

研究経費 17,697,535

教育研究支援経費 5,716,129

受託事業費 15,151,499

役員人件費 24,633,368

教員人件費

常勤教員 448,586,507

非常勤教員 30,110,185 478,696,692

職員人件費

常勤職員 89,350,173

非常勤職員 19,998,728 109,348,901 717,934,027

一般管理費 103,583,070

雑損

その他の雑損 391,470 391,470

821,908,567

経常収益

運営費交付金収益 541,599,638

授業料収益 209,358,900

入学金収益 51,018,800

検定料収益 13,584,000

受託事業等収益

国又は地方公共団体 15,144,540 15,144,540

補助金等収益 360,000

資産見返負債戻入

12,591,043 12,591,043

財務収益

受取利息 17,638

有価証券利息 18,000 35,638

雑益

財産貸付料収益 2,307,650

その他雑益 2,315,700 4,623,350

848,315,909

経常利益

臨時損失

固定資産除却損 605,383

承継消耗品費 6,533,357 7,138,740

臨時利益

物品受贈益 6,533,357

資産見返寄附金戻入 484,464 7,017,821

当期純利益

当期総利益 26,286,423

損　益　計　算　書
（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

【単位：円】

勘　定　科　目 金　　　　　額

経常費用合計

資産見返運営費交付金等戻入

経常収益合計

26,407,342

26,286,423
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Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △ 587,064,719

人件費を除く教育研究支出 △ 68,422,513

その他の業務支出 △ 92,239,133

運営費交付金収入 553,934,000

授業料収入 198,163,500

入学金収入 51,018,800

検定料収入 13,584,000

受託事業等収入 15,400,069

補助金等収入 360,000

寄附金収入 10,000

財産貸付料収入 2,418,450

間接経費収入 1,560,000

その他の収入 252,780

預り科学研究費補助金等の増減 1,541,108

貸付金等の増減 210,000

業務活動によるキャッシュフロー 90,726,342

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー

定期預金の償還による収入 10,000,000

有価証券の償還による収入 10,000,000

定期預金への預入による支出 △ 30,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 19,426,817

無形固定資産の取得による支出 △ 2,291,760

小　計 △ 31,718,577

利息及び配当金の受取額 26,301

投資活動によるキャッシュ･フロー △ 31,692,276

Ⅲ 財務活動によるキャッシュフロー

長期借入による収入 8,200,000

財務活動によるキャッシュフロー 8,200,000

Ⅳ 資金増加額（又は減少額） 67,234,066

Ⅴ 資金期首残高 97,589,321

Ⅵ 資金期末残高 164,823,387

キャッシュ・フロー計算書

（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

区　　　　　　　　　　分 金　　額

【単位：円】
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Ⅰ 当期未処分利益 26,286,423

当期総利益 26,286,423

Ⅱ 利益処分額

(1) 積立金 16,286,423

10,000,000 26,286,423（修学支援事業基金積立金）

（平成30年8月24日）

利益の処分に関する書類

【単位：円】

勘　定　科　目 金　　　　　額

(2)
地方独立行政法人法第40条第3項により設
立団体の長の承認を受けた額
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Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

業務費 717,934,027

一般管理費 103,583,070

雑損 391,470

臨時損失 7,138,740 829,047,307

(2) （控除）自己収入等

授業料収益 △ 209,358,900

入学金収益 △ 51,018,800

検定料収益 △ 13,584,000

受託事業等収益 △ 15,144,540

財務収益 △ 35,638

雑益 △ 3,063,350

臨時利益 △ 484,464 △ 292,689,692

業務費用合計 536,357,615

Ⅱ 損益外減価償却相当額 18,895,237

Ⅲ 引当外賞与増加見積額 2,829,390

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額 39,411,334

Ⅴ 機会費用

35,721,348

地方公共団体出資の機会費用 297,714 36,019,062

Ⅶ 行政サービス実施コスト 633,512,638

国又は地方公共団体財産の無償又は
減額された使用料による賃借取引の
機会費用

行政サービス実施コスト計算書

（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

勘　定　科　目

【単位：円】

金　　　　　額
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Ⅰ 重要な会計方針

当事業年度より「「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人会計基準注解」（平成29年

3月31日　総務書告示第117号改訂）」及び「「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人会

計基準注解」に関するQ&A」（平成29年5月改訂　総務省自治行政局　総務省自治財政局　日本公認会

計士協会）」を適用しております。

運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

期間進行基準を採用しております。

なお、退職一時金については費用進行基準を採用しております。

減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準とし、市から承継した固定資産については承継時

の残存耐用年数で減価償却しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 2年～35年

構 築 物 7年

工 具 器 具 備 品 4年～8年

また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第85）の減価償却相当額については、損益外減価

償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5年）に基づいております。

引当金の計上基準

(1) 賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

賞与一時金については、運営費交付金により財源措置がなされているため、賞与に係る引当金は計上

しておりません。

なお、職員に支給する賞与のうち、翌期の運営費交付金により財源措置がなされるものについては、行

政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額として、当事業年度末の支給対象期間に

応じた支給見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。

1.

2.

注　　　　　記

3.
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(2) 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされているため、退職給付に係る引当金は

計上しておりません。

なお、行政サービス実施コストに計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人

会計基準第87-4に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しており

ます。

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

(1) 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による賃貸取引の機会費用の計算方法

近隣の賃借料を参考に算出していますが、これにより難い場合は、新見市行政財産使用料徴収条例に

基づき算出しております。

(2) 地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債の平成30年3月31日の利回りを参考に0.043％で計算しております。

消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。

Ⅱ 「貸借対照表」注記

(1) 翌期の運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額　32,821,197円　　　　　　　　　

(2) 翌期以降の運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額　265,082,731円　　

Ⅲ 「キャッシュ・フロー計算書」注記

資金の期末残高の貸借対照表表示科目別の内訳

現金及び預金勘定 円

定期預金 円

資金期末残高 円

重要な非資金取引

該当事項はありません。

4.

(1)

30,000,000

2.

164,823,387

194,823,387

6.

5.

1.
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Ⅳ 「行政サービス実施コスト計算書」注記

(1) 引当外退職給付増加見積額の中には、新見市からの派遣職員に係る金額 12,240,903円が含まれて

おります。

(2) 引当外賞与増加見積額の中には、新見市からの派遣職員に係る金額 709,678円が含まれております。

(3) 機会費用の内訳

機会費用はすべて設立団体（新見市）に係るものであります。

Ⅴ 金融商品に関する事項

金融商品の状況に関する事項

当法人は資金運用については短期的な預金並びに国債、地方債及び政府保証債等に限定しております。

金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

【単位：円】

差額

(1)現金及び預金 0

(2)未払金 0

(3)長期借入金 -3,060

(*) 負債に計上されているものは、（　）で示しております。

（注）金融商品の時価の算定方法

(1)現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(2)未払金

未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。

貸借対照表計上額には、一年以内に返済予定の額が含まれております。

Ⅵ 重要な債務負担行為

該当事項はありません。

Ⅶ 重要な後発事象

該当事項はありません。

(8,200,000) (8,196,940)

時価(*)

194,823,387

(76,795,249)

194,823,387

(76,795,249)

(2)

貸借対照表計上額(*)

(1)
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附  属  明  細  書



(1)　固定資産の取得および処分ならびに減価償却費（「第８５　特定の償却資産の減価に係る会計処理」および「第８９　資産除去債務に

　　係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）ならびに減損損失の明細

【単位：円】

当期償却額 当期損益内 当期損益外

有形固定資産 建物 514,077,215 - - 514,077,215 190,052,583 18,895,237 - - - 324,024,632 

（特定償却資産） 計 514,077,215 - - 514,077,215 190,052,583 18,895,237 - - - 324,024,632 

有形固定資産 建物 61,852,524 - - 61,852,524 16,222,788 4,357,880 - - - 45,629,736 

（特定償却資産
構築物 17,577,650 - - 17,577,650 6,086,603 1,727,411 - - - 11,491,047 

以外）
工具器具備品 59,817,737 3,557,284 - 63,375,021 48,314,333 4,382,108 - - - 15,060,688 

図書 205,199,755 9,545,856 605,383 214,140,228 - - - - - 214,140,228 

車両運搬具 8,996,581 - - 8,996,581 3,618,634 1,651,870 - - - 5,377,947 

計 353,444,247 13,103,140 605,383 365,942,004 74,242,358 12,119,269 - - - 291,699,646 

有形固定資産 土地 359,901,400 996,100 - 360,897,500 - - - - - 360,897,500 

建設仮勘定 810,000 14,558,400 - 15,368,400 - - - - - 15,368,400 

美術品・収蔵品 884,447 80,000 - 964,447 - - - - - 964,447 

（非償却資産） 計 361,595,847 15,634,500 - 377,230,347 - - - - - 377,230,347 

有形固定資産
　　　　　　合計

土地 359,901,400 996,100 - 360,897,500 - - - - - 360,897,500 

建物 575,929,739 - - 575,929,739 206,275,371 23,253,117 - - - 369,654,368 

構築物 17,577,650 - - 17,577,650 6,086,603 1,727,411 - - - 11,491,047 

工具器具備品 59,817,737 3,557,284 - 63,375,021 48,314,333 4,382,108 - - - 15,060,688 

図書 205,199,755 9,545,856 605,383 214,140,228 - - - - - 214,140,228 

車両運搬具 8,996,581 - - 8,996,581 3,618,634 1,651,870 - - - 5,377,947 

建設仮勘定 810,000 14,558,400 - 15,368,400 - - - - - 15,368,400 

美術品・収蔵品 884,447 80,000 - 964,447 - - - - - 964,447 

計 1,229,117,309 28,737,640 605,383 1,257,249,566 264,294,941 31,014,506 - - - 992,954,625 

無形固定資産
　　　　　　合計

ソフトウェア 16,622,969 - - 16,622,969 14,739,557 590,652 - - - 1,883,412 

（特定償却資産
電話加入権 18,000 - - 18,000 - - - - - 18,000 

以外）
計 16,640,969 - - 16,640,969 14,739,557 590,652 - - - 1,901,412 

投資その他の資産
　　　　　　　　　合計 長期貸付金 540,000 - 540,000 - - - - - - - 

長期前払費用 - 127,908 - 127,908 - - - - - 127,908 

その他の資産 659,000 15,200 - 674,200 - - - - - 674,200 

計 1,199,000 143,108 540,000 802,108 - - - - - 802,108 

摘　　要期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高

-
 
1
0
 
-

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額



(2) たな卸資産の明細

該当事項はありません。

(3) 有価証券の明細

(3)-1 流動資産として計上した有価証券

該当事項はありません。

(3)-2 投資その他の資産として計上した有価証券

該当事項はありません。

(4) 長期貸付金の明細

【単位：円】

(注） 当期減少額の回収額には１年以内に回収期日をむかえるため短期貸付金に振り替えた金額230,000円が含ま

れています。

(5) 長期借入金の明細

【単位：円】

(注） 期末残高のうち、１年以内に返済期限をむかえる金額を（　）に内数表示しています。

(6) 引当金の明細

　　損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細(6)-1 引当金の明細

該当事項はありません。

(6)-2 貸付金等に対する貸倒引当金の明細

該当事項はありません。

(6)-3 退職給付引当金の明細

該当事項はありません。

(7) 資産除去債務の明細

該当事項はありません。

(8) 保証債務の明細

該当事項はありません。

当期増加額 期末残高

(820,000)
大学施設整備費

平均利率(%)

計 0

計 0

当期減少額

0

540,000540,000

0 8,200,000

区分 期首残高 当期増加額

540,0000540,000 (注）

期末残高 摘要
回収額 償却額

大学奨学金貸付金

0

区分 期首残高

0

0

0

当期減少額

0.042% 平成40年3月 (注）
8,200,000

8,200,000

返済期限 摘要

8,200,000 0
(820,000)
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(9) 資本金および資本剰余金の明細

【単位：円】

(注１)当期増加額は、運営費交付金により非償却資産を取得したこと及び過年度修正分1,470円によるものであります。

(注２)当期増加額は、施設費により非償却資産を取得したことによるものであります。

(注３)当期増加額は、寄附金により非償却資産を取得したこと及び過年度修正分7,522円によるものであります。

積立金等の明細および目的積立金の取崩しの明細

(10)-1 積立金の明細

【単位：円】

(10)-2 目的積立金の取崩しの明細

該当事項はありません。

918,000 (注２)

運営費交付金 - 79,570 - 79,570 (注１)

87,522 (注３)

区分

地方公共団体出資金

無償譲与

資
本
剰
余
金 893,455

△ 171,157,346

△ 170,263,891

当期増加額 当期減少額

差引計

- 1,978,547

施設費 - 918,000 - 

872,964,415

893,455

期末残高

- - 

- 

51,175,111

- - 

寄附金等 - 87,522 - 

摘要

計

資
本
金

損益外減価償却累計額

（注）

当期増加額

872,964,415872,964,415

872,964,415

(注）当期増加額は前事業年度の利益処分によるものです。

計 37,332,055 0

21,175,111

88,507,166

17,332,055 0

修学支援事業基金積立金 0 20,000,000 0

- 

893,455 - 

期末残高

1,085,092 

教育研究向上・組織運営改善積立
金

区分

計

期首残高

期首残高

△18,895,237 

積立金 16,917,096 0 0 16,917,096

当期減少額

38,507,166

前中期目標期間繰越積立金

(10)

摘要

△17,810,145 

△ 190,052,583

- △ 188,074,036

20,000,000 （注）

13,082,904 0 0 13,082,904
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運営費交付金債務および運営費交付金収益の明細

(11)-1 運営費交付金債務

【単位：円】

(11)-2 運営費交付金収益

【単位：円】

(12) 地方公共団体等からの財源措置の明細

(12)-1 施設費の明細

(12)-2 補助金等の明細

【単位：円】

当期交付額 建設仮勘定見返
施設費

資産見返補助金等 資本剰余金

当期振替額

摘要

区分

平成29年度

期間進行基準

12,191,862 64,400 

- 553,934,000 

摘要

- 

360,000 

- 両備てい園記念財団助成金

- 360,000 - - 

- 160,000 

200,000 

おかやま子育てカレッジ地
域貢献事業費補助金

- - 

- 

- 

200,000 - 

- 

計

- 

- 

553,934,000 

収益計上
当期交付額 建設仮勘定見

返補助金等
預り補助金

等

- 

資本剰余金

計

541,599,638 553,934,000 計

78,100 553,934,000 

12,191,862 64,400 

当期振替額

506,079,683                  

35,519,955                   

78,100 

平成29年度交付分

7,212,000 6,294,000 - 918,000 

541,599,638 

35,519,955 

506,079,683 

合計

費用進行基準

541,599,638 

地域共生社会推進棟建設 7,212,000 

計

541,599,638 

6,294,000 - 918,000 

区分

期末残高

(11)

交付年度 期首残高
交付金当期

交付額

当期振替額

運営費交
付金収益

資産見返
運営費交

付金

建設仮勘定
見返運営費

交付金
小計

資本剰余
金

資産見返補
助金等

区分

160,000 
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(13) 役員および教職員の給与の明細

【単位：円、人】

(注1) 役員に対する報酬等の支給基準について

(注2) 職員に対する給与および退職手当の支給基準について

(注3)

(注4) 支給額には法定福利費を含んでおりません。

(注5) 支給額には受託事業費で支出した人件費を含んでおりません。

(14) 開示すべきセグメント情報

当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略しております。

-                

-                

支給額 支給人員

-           

5           

59          

244         

支給人員

報酬または給与 退職給付

支給額

20,943,456        

3           

区分

　公立大学法人新見公立大学職員給与規程、公立大学法人新見公立大学職員の給与に関する細則、公立大学
法人新見公立大学職員の通勤手当に関する細則、公立大学法人新見公立大学臨時職員給与規程、公立大学法
人新見公立大学職員退職手当規程、公立大学法人新見公立大学非常勤講師の報酬及び費用弁償に関する規
程、公立大学法人新見公立大学臨時職員就業規則に基づき支給しております。

役員

非常勤職員

合計

役員および職員の報酬または給与の支給人員数は、年間平均支給人員数を記載しております。なお、役員の
期末現在の人員数は5人であります。

35,519,955       4           479,919,676       308         計

-           

  公立大学法人新見公立大学役員報酬規程、公立大学法人新見公立大学役員退職手当規程、公立大学法人新
見公立大学非常勤役員等の費用弁償規程に基づき支給しております。

35,519,955       

35,519,955       

-                

-           

4           

4           

458,690,420       

非常勤

常勤

計

常勤

-                常勤

47,213,032        

-           

432,706,644       

285,800           

21,229,256        

411,763,188       

非常勤

計

2           

-                

35,519,955       

-           

4           

46,927,232        

303         

61          

247         
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業務費および一般管理費の明細

教育経費

消耗品費 12,948,671

備品費 1,211,618

印刷製本費 2,945,243

水道光熱費 326,157

旅費交通費 4,142,537

通信運搬費 1,065,858

賃借料 7,940,410

修繕費 284,426

損害保険料 28,682

広告宣伝費 43,200

諸会費 914,500

会議費 156,585

報酬・委託・手数料 20,661,984

奨学費 10,685,700

減価償却費 3,236,432

雑費 97,900 66,689,903

研究経費

消耗品費 6,601,457

備品費 2,380,393

印刷製本費 855,642

旅費交通費 4,553,302

通信運搬費 264,267

賃借料 8,830

修繕費 102,902

諸会費 1,567,840

報酬・委託・手数料 937,574

減価償却費 295,728

雑費 129,600 17,697,535

教育研究支援経費

消耗品費 2,680,323

印刷製本費 939,600

旅費交通費 91,280

通信運搬費 58,112

賃借料 613,440

諸会費 120,000

報酬・委託・手数料 458,398

減価償却費 754,976 5,716,129

受託事業費 15,151,499

(15)

【単位：円】
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役員人件費

報酬 21,229,256

法定福利費 3,404,112 24,633,368

教員人件費

常勤教員人件費

給与 256,682,427

賞与 83,944,999

退職給付費用 35,519,955

法定福利費 72,439,126 448,586,507

非常勤教員人件費

給与 29,956,998

法定福利費 153,187 30,110,185 478,696,692

職員人件費

常勤職員人件費

給与 53,553,459

賞与 17,582,303

法定福利費 18,214,411 89,350,173

非常勤職員人件費

給与 16,970,234

法定福利費 3,028,494 19,998,728 109,348,901

一般管理費

交際費 290,207

消耗品費 5,630,886

備品費 2,701,350

印刷製本費 951,544

水道光熱費 20,635,782

旅費交通費 3,567,312

通信運搬費 3,101,074

賃借料 3,926,052

車両燃料費 377,989

福利厚生費 510,237

保守費 594,828

修繕費 9,110,544

損害保険料 616,973

広告宣伝費 365,541

諸会費 1,295,800

報酬・委託・手数料 40,603,236

租税公課 595,900

減価償却費 8,422,785

雑費 285,030 103,583,070

【単位：円】
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寄附金の明細

当期受入額 件数 摘要

10,000 2

165,332 5

531,360 3

745,946 2

1,452,638 12

受託研究の明細

該当事項はありません。

共同研究の明細

該当事項はありません。

受託事業等の明細 【単位：円】

期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高

-           8,494,820   8,494,820   -           

-           5,000,000   5,000,000   -           

-           200,000     200,000     -           

-           241,000     241,000     -           

-           1,208,720   1,208,720   -           

-           15,144,540  15,144,540  -           

附属図書館への書籍等寄附受け

(16)

区分

科学研究費購入書籍寄附受け

合計

科学研究費購入備品寄附受け

寄付金

合計

(19)

区分

子育て広場及び支援センター運営業務受託費

(17)

(18)

新見版地方創生塾実施事業受託費

新見市子育て支援事業受託費

備中子育てカレッジ情報発信事業

新見市介護人材養成確保事業受託費
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科学研究費補助金等の明細 【単位：円】

当期受入 件数 摘要

科学研究費助成事業

学術研究助成基金助成金

(3,300,000)

基盤研究（Ｃ） 990,000 5

(1,800,000)

若手研究（Ｂ） 540,000 3

(100,000)

基盤研究（Ｂ） 30,000 1

(5,200,000)

1,560,000 9

（注）間接経費相当額を記入し、直接経費相当額については、外数として（　）内に表示

しています。

(20)

種目

合計

学術研究助成基金助成金分担金
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上記以外の主な資産、負債、費用および収益の明細

現金及び預金の明細 【単位：円】

期末残高 備　　考

50,719

164,772,668

30,000,000 阿新農業協同組合 満期日：H30.8.31

194,823,387

資産見返運営費交付金等の明細 【単位：円】

期末残高 備　　考

1,014,200

45,629,736

14,614,867

11,491,047

1,883,412

56,488,862

5,377,947

136,500,071

資産見返物品受贈額の明細 【単位：円】

期末残高 備　　考

1

5

145,594,453

145,594,459

未払金の明細 【単位：円】

期末残高 備　　考

32,495,751

9,209,545

35,128,943

76,834,239

未払費用の明細 【単位：円】

期末残高 備　　考

3,894,805

3,894,805

(21)

計

区    分

区    分

普通預金

定期預金

建物

土地

車両運搬具

図書

計

計

工具器具備品

構築物

区    分

給与等

計

区    分

現金

固定資産未払金

計

物件費

区    分

退職金

ソフトウェア

構築物

工具器具備品

図書
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